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〈本誌で使用する略語・頻出環境関係用語〉

 ※）本誌における「合成燃料」とは、回収された二酸化炭素と再生可能エネルギー由来の水素を利用し、かつ、カーボンニュー
トラルと認められることを前提としたものを指す。
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〈本誌で取り上げる代替燃料の環境用語上の類型〉

※）本誌における「合成燃料」とは、回収された二酸化炭素と再生可能エネルギー由来の水素を利用し、
かつ、カーボンニュートラルと認められることを前提としたものを指す。
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はじめに

　気候変動は全人類が直面している問題となっている。温室効果ガス（GHG）の削減は
世界的な動きであり、我が国も 2050 年に実質的なカーボンニュートラルを目指すことを
宣言している。GHG の削減はすべての業界を通じて取り組む課題であり、海運業界でも
その削減の取組みが進められているところである。
　船舶からの GHG 排出削減のため、様々な技術の開発が進められている。これまでに船
舶燃料としての使用実績がない水素燃料やアンモニア燃料といった二酸化炭素を全く発生
しない代替燃料の実用化に向けた技術の開発や制度づくりといった取組みも行われている
が、それらに関する情報は分野ごとに専門的で難しいものとなる向きがあることも否定で
きない。
　本誌は、海運の現場に関わる運航者や船舶所有者、船員などの皆様のうち、これまでに
船舶からの GHG 排出削減に関する動きにあまり馴染みのなかった方を主な対象に、船舶
からの GHG 排出削減に向けた取組み、関連する技術及び代替燃料の概要等について、令
和 4 年 9 月時点での情報を基に、基礎的内容を取りまとめた。また、本誌は公益社団法
人日本海難防止協会のホームページ（　https://www.nikkaibo.or.jp　）でご覧いただ
けるようにしている。
　本誌を読んだ方が、船舶からの GHG 排出削減に関する現状について理解を深めていた
だき、海運の現場が、船舶からの GHG 排出削減の流れに混乱なく順応していっていただ
くことに、少しでもお役に立てればと願うものである。

〇　国際海運での GHG 排出削減は国際海事機関（IMO）で議論され、IMO で削減目
標が設定されている。内航海運での GHG の排出は各国別の排出量に計上され、我
が国では、政府の「地球温暖化対策計画」で削減目標が設定されている。

〇　我が国においては、国際海運と内航海運のそれぞれの特性をも踏まえた上で、
GHG 排出削減のための技術開発や制度づくりなどのハード・ソフト両面にわたる
各種の取組みが推進されている。

〇　GHG 排出削減を推進していくための様々な技術は、LNG 燃料船の就航等、一部
は社会実装の段階にあるものもあるが、引き続き、研究・開発が進められている。

〇　これまでに船舶燃料としての使用実績がないアンモニア燃料等を導入するための
技術をはじめ、研究・開発が進められている様々な技術が、今後、実証実験を経て
社会実装に移っていくこととなる。

本誌の POINT
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１　GHG 削減目標の世界の枠組み
　国際的な温室効果ガス（GHG）削減の議論は、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）の
下で行われている。UNFCCC の下、2015 年の第 21 回国連気候変動枠組条約締約国会議

（COP21）において、2020 年以降の地球温暖化対策の国際的な枠組みとしてパリ協定が
採択され、2016 年 11 月に発効した。パリ協定では、世界の平均気温上昇を産業革命
以前に比べて２℃より十分低く保ち、1.5℃に抑える努力をすること等を世界共通の目的
に掲げるとともに、各国に GHG の排出削減・抑制目標を５年毎に更新し提出する義務を
課している。内航海運に関する GHG の排出は、この UNFCCC のパリ協定における枠
組みの各国別排出量に計上され、各国ごとに目標が検討されている。
　これに対して、国際海運では、船籍国、運航者や荷主の国籍等の関係が複雑で関係国が
多岐にわたり、UNFCCC の国別削減対策の枠組みに馴染まないため、1997 年京都で開催
された第 3 回国連気候変動枠組締約国会議（COP3）において採択された京都議定書で国
際海事機関（IMO）に検討が委ねられることとなった。
　国際海運からの二酸化炭素（CO2）の排出は、2018 年現在で、世界全体の約 2.1％を占め、
この量はドイツ一国の CO2 排出量に匹敵する。何も対策を取らない場合、2050 年までに
約 7.0% まで増加すると言われている（【図 1】参照）1)。
　このような状況をも踏まえ、IMO では 2018 年に〈表 1〉に示す GHG 削減戦略を策定
した。

【図 1】国際海運からの CO2 排出量

出典：国土交通省資料「内航海運の CO2 排出量の現状及び取り巻く環境等について」より
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　この GHG 削減戦略は 5 年ごとに見直しが行われることとなっており、2023 年中に改
訂されることとなる。2050 年までに GHG 排出をネットゼロとすることが提案されるな
どしている。
　国際海運における船舶からの GHG 削減対策として、2013 年から新造船の燃費性能が
規制（EEDI 規制）されてきたが、2030 年までの短期目標達成を目指し、EEDI 規制の対
象とならない既存船に対する燃費改善対策として、2021 年、IMO において、既存船の燃
費規制（EEXI 規制）と燃費実績の格付け制度（CII 評価）の導入のための海洋汚染防止
条約（MARPOL 条約）の改正案が採択され、2023 年 1 月 1 日から適用されることとなった。

２　削減目標を巡る国内の動き
 (1)　国際海運の 2050 年 GHG ネットゼロへの挑戦
　脱炭素化に向けた動きが世界的に勢いを増すなか、2020 年 10 月、内閣総理大臣が所
信表明演説で、「2050 年カーボンニュートラル」の実現を目指すことを表明した。そして、
2021 年 10 月、日本船主協会は、日本の海運業界として「2050 年 GHG ネットゼロへ挑
戦する」ことを表明 2) するとともに、国土交通省も、「日本は、国際海事機関（IMO）に、
2050 年カーボンニュートラルの目標を提案する。」旨発表した 3)。そして、2021 年には、
我が国は米国、英国等と共同で、IMO の GHG 削減戦略について、2050 年までに GHG
排出を全体としてゼロとすること（2050 年カーボンニュートラル）を新たな目標とする
ことを提案するなど、GHG 排出削減に向けたイニシアティブが強まっている。
　これを受け、我が国の国際海運においては、すでに LNG 燃料船の就航が拡大している
ほか、硬翼帆式推進装置を搭載した大型ばら積み船が就航するなど、GHG ネットゼロに
向けた取組みが進められている。国際海運のカーボンニュートラルを実現していくために
は、既存の重油からゼロエミッション燃料である水素、アンモニア等への燃料転換が不可
欠であり、2018 年に産学官公の連携により設立された「国際海運 GHG ゼロエミッショ
ンプロジェクト」において、2020 年 3 月、排出削減に向けたシナリオとして「LNG →カー
ボンリサイクルメタン移行」、「水素・アンモニア燃料拡大」の二つが示されるとともに、
ゼロエミッション船（2008 年比で 90 ～ 100％の効率改善を達成する船舶）の実現に向
けたロードマップが示されている。ここでは 2028 ～ 2030 年の期間がゼロエミッション
船の投入開始時期とされ、それに向けて研究開発、技術の実証等が順次進められるととも
に、ゼロエミッション船の建造・運航に関連する制度の整備も進められている。2030 年
以降は、ゼロエミッション船の普及の段階となることが想定されるが、これに対する陸上
における代替燃料の供給体制の整備も重要である。（【図 2 参照】）4)

〈表 1〉IMO による GHG 削減戦略
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 （2）内航カーボンニュートラルの推進
　2015 年の第 21 回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）において採択されたパリ
協定を踏まえ、2016 年 5 月に、地球温暖化対策計画が閣議決定された。ここでは、運輸部
門全体として 2030 年度に 2013 年度比 27％の二酸化炭素（CO2）排出削減の目標が設定さ
れたことを受け、内航海運として 2030 年度で 2013 年度（約 1,083 万トン）比 15％（約
157 万トン）の CO2 排出削減の目標が設定されていた。
　2020 年 10 月の内閣総理大臣所信表明演説で「2050 年カーボンニュートラル」の実
現を目指すことが表明され、あらゆる分野で、これまで以上に CO2 削減に向けた取組み
を強化、加速する必要性が高まっていることなどを受け、2021 年 4 月、国土交通省に「内
航カーボンニュートラル推進に向けた検討会」が設置された。その後、2021 年末、その
とりまとめが公表された 5)。
　2021 年 10 月、地球温暖化対
策計画が改訂され、運輸部門全体
で 2030 年度の CO2 排出削減目
標が 2013 年度比で 46％削減に
引き上げられたことを受け、内航
海運の CO2 削減目標も 2030 年
度で2013年度（約1,083万トン）
比 17％（約 181 万トン）の削減
に引き上げられている。（【図 3】
参照）

【図 2】ゼロエミッション船の実現に向けたロードマップの概略

出典：国土交通省資料「国際海運のゼロエミッションに向けたロードマップ」より

【図 3】内航海運の 2030 年度における CO2 排出削減目標の推移
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　内航海運の省エネ・省 CO2 に向けた取組みについては、これまでも造船所や舶用メー
カーが独自に省エネ船型や高効率エンジンなどの省エネ・省 CO2 設備や船舶を開発し、
それらを事業者が導入するとともに、省エネ・省 CO2 に資する運航を行い、また、国土
交通省により、関係省庁とも連携して、事業者の取組みを促す様々な施策が実施されるな
どした結果、2013 年度から 2019 年度までで約 45 万トンの CO2 排出削減を達成してき
たが、さらなる排出削減に向けての取組みが必要となっている。「内航カーボンニュート
ラル推進に向けた検討会」のとりまとめでは、地球温暖化対策計画に掲げられた 2030 年
度の CO2 排出削減目標の達成と我が国の 2050 年カーボンニュートラルへの貢献の二つ
を達成するため、「船舶におけるさらなる省エネの追求」と「内航海運への代替燃料の活
用等に向けた先進的な取組みの支援」を二つの柱として取り組んでいくことが重要である
として、取り組むべき施策の方向性がまとめられており、これに基づき、内航海運の低・
脱炭素化に向けた取組みが進められている。

① 　2030 年度目標達成のための船舶におけるさらなる省エネの追求
　「内航カーボンニュートラル推進に向けた検討会」のとりまとめにおいて、2030 年度
の CO2 排出削減目標達成のための当面の CO2 排出削減対策として、新造船における「連
携型省エネ船」の開発・普及、既存船におけるバイオ燃料の活用及び運航効率の一層の改
善並びに省エネ・省 CO2 の「見える化」の推進が掲げられている。
　「連携型省エネ船」とは、船のハードによる省エネと、荷主等との連携や、陸上・港湾
における新たなハードとソフトの技術や手法とを組み合わせ、さらなる省エネ・省 CO2

を実現する内航船である。具体的には省エネに最適な標準船型の開発やエンジンの一層の
効率化など、現在の省エネ技術をさらに高度化することに加え、エンジンや発電機の一部
をバッテリーなどに変更するハイブリッド推進化による燃料消費量の削減、自動運航・遠
隔制御技術や共通デジタルプラットフォームなどを活用した運航支援設備の導入による運
航の最適化、集中荷役遠隔システム等の導入による荷役や離着桟時間の短縮や船員の作業
低減、自動離着桟設備などの荷役・離着桟設備の自動化・電動化、陸電受電設備や大容量
蓄電池などによる停泊中の発電機の停止など、荷主、陸上、港湾における取組み等と連携
した新たな技術・手法を組み合わせてさらなる省エネ・省 CO2 の実現を目指すものである。
　国土交通省では、事業者が連携型省エネ船を導入しやすくなることを目的に、連携型省
エネ船のモデル船を開発することとしており、連携型省エネ船のコンセプトの検討と代表
的なモデル船の開発を行うため、2022年6月、「連携型省エネ船開発・普及に向けた検討会」
を立ち上げ、2022 年度内にとりまとめの予定である。2023 年度以降に建造・導入が図
られることを念頭に、連携型省エネ船の開発・普及に向けた取組みが行われている。
　一方で、現在使用しているディーゼル機関をそのまま又は小規模な改造により使用でき
ることから、バイオ燃料が既存船からの CO2 排出削減に向けた取組みのひとつとして期
待されている。国土交通省では、2022 年７月「船舶におけるバイオ燃料取り扱いガイド
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ライン策定検討会」を立ち上げ、安全かつ円滑にバイオ燃料を取り扱うことを可能とする
ガイドラインの策定に向けた検討が行われている。本ガイドラインは、2022 年度内にと
りまとめられる予定である。
　また、既存船の省エネ・省 CO2 対策として、運航効率の一層の改善を目指すことが欠
かせない要素である。このため、輸送の需要に対する効率的な配船や気象・海象の影響に
よる遅延等の航海情報を配船計画にフィードバックしてフリート全体で配船や航海計画を
最適化するための共通デジタルプラットフォームの導入、荷役・離着桟設備の電動化・自
動化による荷役・離着桟時間の短縮等、運航効率の一層の改善の取組みが進められている。
　これらの 2030 年度目標達成のためにさらなる省エネ追求の取組みを行っていく上で、
荷主・オペレーター・船主・造船所等の関係者の連携を進めることが重要である。これら
の関係者が自社の省エネ・省 CO2 の取組みを対外的にアピールできる手段として活用で
きるよう、内航船の省エネ・省 CO2 の効果を「見える化」し、評価する「内航船省エネ
ルギー格付制度」の運用が行われており、2022 年 9 月末現在で 84 隻に格付が付与され
ている。国土交通省では本制度の一層の普及に取り組むなど、内航船に対して省エネ・省
CO2 効果の「見える化」の取組みが推進されている。（【図 4】参照）5)

②　2050 年に向けた代替燃料の活用等先進的な取組みへの支援
　地球温暖化対策計画に掲げられた 2030 年度の CO2 排出削減目標達成のため、当面の
取組みとして「連携型省エネ船」の開発・普及等の船舶におけるさらなる省エネの追求が
重要であるが、それと同時に、我が国の 2050 年カーボンニュートラルへの貢献に向けて、
代替燃料の活用等に向けた先進的な取組みについての支援を行っていく必要もある。
　このため、「内航カーボンニュートラル推進に向けた検討会」のとりまとめでは、2050
年に向けた先進的な取組みの支援として、LNG 燃料船、水素 FC（燃料電池）船、バッテリー
船等の実証・導入支援、水素燃料船・アンモニア燃料船等に関する技術開発支援及びガス

【図 4】連携型省エネ船等のロードマップ
出典：国土交通省資料「内航カーボンニュートラル推進に向けた検討会とりまとめ」より

8



燃料船の安全ガイドライン策定などの環境整備が掲げられている。
　LNG 燃料船、水素 FC（燃料電池）船、バッテリー船等の低・脱炭素化船については、
内航船においても意欲的な事業者によって実証的導入が始まっている。後述の「5 国内に
おけるカーボンニュートラル推進の取組事例」（P.21）でも紹介するように、すでに就航
し活躍している船舶もある。国土交通省では、関係省庁とも連携して、これらの低・脱炭
素化船の建造を支援する事業を行っており、2030 年度以降、技術の成熟やコストダウン、
燃料供給インフラの整備等が進むことにより、導入の拡大が想定されるところである。
　水素燃料船やアンモニア燃料船は、2020 年代後半以降から外航船を中心に順次導入さ
れることが想定されるが、一部の大型内航船においても利用が可能と考えられている。こ
れらの次世代船舶のエンジン、燃料タンク・燃料供給システム等の開発・実証を着実に実
施していくため、グリーンイノベーション基金事業「次世代船舶の開発」プロジェクトの
活用等の支援が行われている。
　また、ガス燃料船の普及のための環境整備として、水素 FC（燃料電池）船に関して、
安全を確保しつつ設計の自由度を向上させるなどの改訂が燃料電池船安全ガイドラインに
加えられるなど、ガス燃料船の安全ガイドラインの整備も推進されている。（【図 5】参照 )5)

３　GHG 排出削減の技術
　2030 年及び 2050 年の温室効果ガス（GHG）削減目標達成のため、従来の石油に代わ
る燃料（代替燃料）の使用や、バッテリー推進、風力の利用など、様々な技術の開発が進
められており、例えば、社会実装が進む LNG 燃料船に、船長、機関長、機関士等、燃料
取扱業務の管理者として乗り組む船員には危険物等取扱責任者（低引火点燃料）の資格の
取得が求められるなど、GHG 削減の技術等に関する知識・技能を持つ必要が増している。

【図 5】代替燃料の活用等、先進的技術の適用可能性】

出典：国土交通省資料「内航カーボンニュートラル推進に向けた検討会とりまとめ」より
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　主な技術開発の GHG 削減効果や開発の状況等の特徴について、以下の〈表 2 －①～③〉
及び〈表 3〉に、代替燃料の使用等船舶の動力源に関する技術と代替燃料以外の技術に分
け、主だったものをまとめた。

〈表 2 －①〉船舶の動力源に関する GHG 削減技術の特徴（その１）
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〈表 2 －②〉船舶の動力源に関する GHG 削減技術の特徴（その 2）

出典：国土交通省 HP「国際海運の 2050 年カーボンニュートラル達成に向けて」
（2022 年 3 月国際海運 GHG ゼロエミッションプロジェクト）より

【図 6】アンモニア燃料船の開発・運航の流れ
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〈表 2 －③〉船舶の動力源に関する GHG 削減技術の特徴（その３）

出典：国土交通省 HP「国際海運の 2050 年カーボンニュートラル達成に向けて」
（2022 年 3 月国際海運 GHG ゼロエミッションプロジェクト）より引用（一部編集）

【図 7】舶用水素エンジン及び舶用水素燃料タンク・燃料供給システムの開発
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〈表 3〉代替燃料以外の GHG 削減技術の特徴

出典：川崎汽船（株）提供

【図８】　風力推進装置搭載船

【図 9】CO2 回収装置のしくみ（アミン吸収法：概念図）

出典：（株）商船三井・東北電力（株）提供

自動カイトシステム搭載船イメージ図硬翼帆推進装置搭載船「松風丸」
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４　代替燃料
　国際海運におけるカーボンニュートラルを実現していくため、省エネ技術の追求ととも
に、既存の石油燃料から、低カーボン燃料として使用が進む LNG、カーボンニュートラ
ル燃料として実証段階にあるバイオ燃料、カーボンニュートラルな燃料であると認められ
る可能性もあるカーボンリサイクルメタンや合成メタノール、さらにはゼロエミッション
燃料といった代替燃料への転換が予想される。
　ゼロエミッションであるアンモニア燃料船については 2026 年から、水素燃料船につい
ては 2027 年からの実証運航開始に向け、技術や制度などの開発・検討といった取組みが
行われている。
　国際海運での舶用燃料の転換のイメージは【図 10】11) のとおりである。

　代替燃料のうち、LNG は、将来、カーボンリサイクルメタン、さらには、ゼロエミッショ
ン燃料に移行していくことが予想される。また、LPG もゼロエミッション燃料へのつな
ぎの役割を担う可能性があり、これらはブリッジ燃料と呼ばれることもある。これに対し
て、バイオ燃料であるバイオディーゼルやバイオメタノールは原料である植物が大気中の
二酸化炭素を吸収して生育するため、燃焼させて二酸化炭素を排出しても、トータルで見
て温室効果ガスの排出がゼロとみなされ、カーボンニュートラル燃料と呼ばれる。また、
回収された二酸化炭素と再生可能エネルギー由来の水素から生成されるカーボンリサイク
ルメタンと合成メタノールは、今後カーボンニュートラルな燃料として認められる可能性
もある。水素燃料とアンモニア燃料は燃焼時に温室効果ガスである二酸化炭素を発生しな
いことから、ゼロエミッション燃料と呼ばれる（【図 11】参照）。
　船舶燃料として活用されていく可能性のあるカーボンニュートラル燃料及びゼロエミッ
ション燃料を〈表 4〉に示す。

【図 10】舶用燃料転換の模式図

出典：国土交通省資料「国際海運 2050 年カーボンニュートラルに向けた取組」より引用
（一部編集）
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〈表 4〉船舶燃料として活用される可能性のあるカーボンニュートラル燃料及びゼロエミッション燃料

【図 11】カーボンニュートラル燃料とゼロエミッション燃料の概念図

※　カーボンリサイクルメタン及び合成メタノールについては、今後カーボンニュートラルとして認められ
ることを前提とする。
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(1)  カーボンニュートラル燃料・ゼロエミッション燃料の種類
　船舶燃料として活用される可能性のあるカーボンニュートラル燃料としてバイオ燃料
及びバイオメタノール、今後カーボンニュートラルな燃料として認められる可能性のある
カーボンリサイクルメタン及び合成メタノール、また、ゼロエミッション燃料としてアン
モニア及び水素が挙げられる。各燃料の概要は以下のとおりである。

①　バイオ燃料
　バイオ燃料は、原料である植物が大気中の二酸化炭素を吸収して生育するため、燃焼さ
せて二酸化炭素を排出しても、トータルで見て温室効果ガスの排出がゼロとみなされる。
　ディーゼルエンジン用のバイオ燃料を、一般に、バイオディーゼルと言う。ディーゼルエ
ンジン用のバイオ燃料としては、抽出した純植物油である粗バイオ燃料（SVO）、植物油脂と
メタノールを反応させて生成
される脂肪酸メチルエステル

（FAME）、植物油脂を水素化処
理した水素化植物油（HVO）
の３種類の使用が試みられて
いる。タグボート、観光船など
の小型船をはじめ大型船でも
試験航行が行われているほか、
Ship-to-Ship 方式でのバンカ
リング（【図 12】参照）11) のト
ライアルも行われている 12)。

②　カーボンリサイクルメタン
　カーボンリサイクルメタンは、回収された二酸化炭素と再生可能エネルギー由来の水素
を反応させて生成（メタネーション）されるメタンで、今後カーボンニュートラルな燃料
として認められる可能性もある。既存の LNG 燃料船での利用が可能である。二酸化炭素
の分離回収やメタネーション技術の開発・実証のほか、船上での二酸化炭素の排出をゼロ
として扱うことの検討（【図 13】参照）11) が進められるなどしている。

【図 12】船舶への燃料供給（バンカリング）の形態

【図 13】船上での CO ２排出をゼロとして扱うことの検討参考図

出典：国土交通省 HP「国際海運の 2050 年カーボンニュートラル達成に向けた取組」より引用
　　　　　　　　　　（一部編集）

出典：国土交通省資料「国際海運 2050 年カーボンニュートラルに向けた取組」
より引用（一部編集）
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③　バイオメタノール・合成メタノール
　従来のメタノール燃料を燃焼させた際の二酸化炭素の削減効果は石油燃料に比べて
10％前後の削減に過ぎないが、バイオメタノールは、原料である植物が大気中の二酸化
炭素を吸収して生育するため、燃焼させて二酸化炭素を排出しても、トータルで見て温室
効果ガスの排出がゼロとみなされる。また、回収された二酸化炭素と再生可能エネルギー
由来の水素から生成される合成メタノールも、今後カーボンニュートラルな燃料と認めら
れる可能性もある。海外の大手海運会社がバイオメタノール燃料と合成メタノール燃料の
使用を前提にした大型コンテナ船の建造を大量発注 9) したことがきっかけとなっている。

④　アンモニア燃料
　アンモニアには、水を再生利用可能エネルギー由来の電力で電気分解して生成された水
素（グリーン水素）と空気から分離された窒素を合成して生産されるグリーンアンモニア、
化石燃料を分解する生成過程で生じる二酸化炭素を回収して作られる水素（ブルー水素）
と空気から分離された窒素を合成して生産されるブルーアンモニア、化石燃料を分解する
生成過程で生じる二酸化炭素を回収せずに作られる水素（グレー水素）と窒素を合成して
生産されるグレーアンモニアがある（【図 14】参照）。アンモニアは、現在、肥料や工業
用で多く利用されているが、生産過程で二酸化炭素を排出するグレーアンモニアが主流で
ある。将来的にブルーアンモニア、グリーンアンモニアへ移行させることが必要である。
温室効果ガス排出の削減効果の高いアンモニア燃料を活用していくため、適合するエンジ
ン等の設備やバンカリング技術などについて研究・開発が進められるとともに、必要な制
度やインフラの整備などが進められていくこととなる。

⑤　水素燃料
　水素には、水を再生利用可能エネルギー由来の電力で電気分解して生産されるグリーン
水素、化石燃料を分解する生成過程で生じる二酸化炭素を回収して生産されるブルー水

【図14】「グリーン」アンモニア（水素）・「ブルー」アンモニア（水素）・「グレー」アンモニア（水素）
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素、化石燃料を分解する生成過程で生じる二酸化炭素を回収せずに生産されるグレー水素
がある（【図 14】参照）。温室効果ガス排出の削減効果の高い水素燃料を活用していくため、
適合するエンジン等の設備やバンカリング技術などについて研究・開発が進められるとと
もに、必要な制度やインフラの整備などが進められていくこととなる。

(2) 温室効果ガスの削減効果等
　カーボンニュートラル燃料であるバイオ燃料及びバイオメタノール、今後カーボン
ニュートラル燃料と認められる可能性もあるカーボンリサイクルメタン及び合成メタノー
ル、ゼロエミッション燃料であるアンモニア及び水素の各燃料について、「温室効果ガス
の削減効果」、「サプライチェーンの状況」及び「物性」に関する特徴を〈表 5〉〈表 6〉
及び〈表 7〉に示す。

〈表 5〉「温室効果ガスの削減効果」に関する各燃料の特徴
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〈表 6〉「サプライチェーンの状況」に関する各燃料の特徴
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〈表 7〉「物性」に関する各燃料の特徴

20



５　国内におけるカーボンニュートラル推進の取組事例
　我が国では、2050 年カーボンニュートラルに向けて、あらゆる分野において、これま
で以上に省エネ・省 CO2 に向けた取組みの強化が進められており、海運業界においても、
すでに様々な取組みが行われている。それらの取組みのうち、すでに社会実装段階にある、
または実証段階にあるカーボンニュートラル推進の取組事例の一部を紹介する。

(1)　LNG 燃料フェリー
　2023 年１月、国内初の LNG 燃料フェリーが就航予定である。株式会社商船三井が、
2019 年三菱造船株式会社に発注し、建造されてきた２隻のうちの１隻で、株式会社フェ
リーさんふらわあが運航する大阪～別府航路に就航する。
　同船は、国内フェリー初となる LNG と A 重油それぞれを燃料として使用できる高性能
デュアルフューエルエンジンを搭載し、二酸化炭素の排出量が約 25％削減され、硫黄酸
化物（SOx）の排出はゼロ、窒素酸化物 (NOX) の排出も約 85％の削減が見込まれる優れ
た環境性能を有している。長さ 199.9m、幅 28.0m、総トン数約 1 万 7,300 トン、航行
速力 22.5 ノット、最大旅客定員数 716 人で、13m トラック約 137 台及び乗用車約 100
台の積載能力がある。大阪～別府航路で 1997 年から運航されてきた既存船に比べて、車
両区画のトラック積載数を大幅に増やし（既存船は 13m 型トラック 92 台。）、ドライバー
ズルームの拡充を図るなど、モーダルシフト（トラックで行われている貨物輸送を、環境
負荷の小さい船舶や鉄道の利用へと転換すること。）にも対応している。
　この取組みは、「大阪～別府航路就航フェリーによる省エネ実証事業」として、国土交
通省及び経済産業省が行う、2019 年度「内航船の総合的な運航効率化措置実証事業」に
も採択されている。
　株式会社商船三井
のフェリー事業では、
さらに２隻の最新鋭
の LNG 燃料フェリー
の建造を内海造船株
式会社に発注してい
る。LNG 燃料に加え、
ISHIN 船型と呼ばれ
る船首部が丸みを帯
びた流線形の形状と
して、船首・船側方
向からの風圧を低減
して風の流れをスムーズにするとともに斜め向かい風から受ける揚力を推進力として利用
する船型や、STEP と呼ばれる、船首喫水上部に左右一組の矩形型の小型構造物を取り付

就航を間近に大阪港に入港する LNG 燃料フェリー「さんふらわあ くれない」
(2022 年 12 月 )

出典：( 株 ) フェリーさんふらわあ提供
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けて、航行する船舶の船首部の波を船体から剥離させることで船首部に当たる波の抵抗を
低減し、船速の低下を抑え燃費を向上させる省エネ装置を採用するなどしている。従来船
に比べ二酸化炭素の排出量を約 35％抑えることが可能とされている。2025 年の竣工が
予定されており、商船三井フェリー株式会社が運航する大洗～苫小牧航路に就航する予定
である。17)18)

 
（2）電気推進船（EV 船：バッテリー船）タンカー「あさひ」
　2022 年３月、世界初となるバッテリー電気推進タンカー「あさひ」が就役した。「あさひ」
は、株式会社 e5 ラボが企画した大容量リチウムイオン電池を動力源とする電気推進タン
カーで、旭タンカー株式会社が興亜産業株式会社に建造を発注していた。長さ 62.0m、
幅 10.3m、総トン数 492 トン、航行速力約 10 ノット、積載貨物の重油のタンク容量は
1,277m3 で、給電ステーションのある川崎港を拠点に東京湾内で外航船に燃料補給を行
うバンカリング船として活躍している。
　川崎重工業株式会社
が開発した内航船用大
容量バッテリー推進シ
ス テ ム を 採 用 し、 船
内 に は 大 容 量 リ チ ウ
ム イ オ ン 電 池（ 容 量
3,480kWh） を 搭 載 し
てバッテリーから供給
される電力で推進装置
であるアジマススラス
ター及びサイドスラス
ターを駆動させるほか、甲板機器や船内電源といった船の運用に必要な全ての電力をバッ
テリーで賄うことができ、二酸化炭素を排出しないゼロエミッションな運用を実現してい
る。
　このような環境負荷の低減に加えて、「あさひ」では、従来のディーゼル船にあった騒
音や振動等が低減されることで乗組員の労働環境が改善されているほか、ブリッジ内の機
器類を集約し 1 人でも操船作業が可能な配置としたインテグレートブリッジシステムの
導入、防爆タブレットを使用した遠隔操作が可能な自動荷役システムの搭載、乗組員同士
のコミュニケーションの活発化を促進する居室配置や内装等居住区の環境整備といった優
れた取組みが行われており、「乗組員の労働環境に配慮した次世代内航電気推進タンカー
船「あさひ」就航」として国土交通省が行う令和４年度の「船員安全・労働環境取組大賞

（トリプルエス大賞）」の特別賞を受賞している。
　現在、2023 年の竣工を目指して、井村造船株式会社において、２番船「あかり」の建

出典：旭タンカー ( 株 ) 提供　　　　　　　
竣工した電気推進タンカー「あさひ」(2022 年 3 月 )
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造が進められている。19)20)

 (3)　バイオ燃料を使用した実船試験
　トヨフジ海運株式会社の自動車運搬船「とよふじ丸」（長さ 165 ｍ、幅 27.6 ｍ、総ト
ン数 12,687 トン、速力約 21.0 ノット）において、2022 年 8 月 7 日から 9 月３日の間、
中部～四国・九州及び東北・関東の港間で、バイオ燃料を使用した実船試験が行われた。
国土交通省による内航カーボンニュートラルの推進に向けた調査の一環として行われたも
ので、低硫黄 C 重油とバイ
オ燃料（バイオディーゼル）
の配合燃料を使用して、バ
イオ燃料の混燃を行う場合
の燃焼性、混合安定性、部
品腐食などの技術的課題の
有無の把握を目的として実
施された。21)

　バイオ燃料は、現在使用
しているディーゼル機関を
そのまま又は小規模な改造
を行うことで使用でき、二
酸化炭素排出削減を図るこ
とができることから、2021 年末に公表された「内航カーボンニュートラル推進に向けた検
討会」のとりまとめにおいて、既存船における省二酸化炭素対策のひとつとして「バイオ燃
料の活用促進」が掲げられており、国土交通省では、2022 年７月「船舶におけるバイオ燃
料取り扱いガイドライン策定検討会」を立ち上げ、安全かつ円滑にバイオ燃料を取り扱う
ことを可能とするガイドラインの策定に向けた検討が行われている。今回の実船試験の結
果は「船舶におけるバイオ燃料の取り扱いに関するガイドライン」に反映されることとなる。
　国土交通省では、本ガイドラインを、2022 年度内にとりまとめる予定である。

6　今後の展望
　国際海運におけるカーボンニュートラル実現のためには、省エネ技術による一層の効率
改善に加えて、カーボンニュートラルと認められることを前提にカーボンリサイクルメタ
ンへの移行や、水素、アンモニアといったゼロエミッション燃料への転換が必要であり、
カーボンリサイクルメタンに関する二酸化炭素の分離回収やメタネーション技術の開発が
進められているほか、2026 年のアンモニア燃料船、2027 年の水素燃料船の実証運航を
目指した技術開発が進められている。

出典：トヨフジ海運 ( 株 ) 提供　　　　　　　

バイオ燃料を使用した実船試験が行われた「とよふじ丸」
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　技術の社会実装を進めていくためには安全対策も不可欠であるが、これまで、アンモ
ニア燃料船・水素燃料船について、国際的に統一された基準はなかった。このため、国際
海事機関（IMO）においては、2022 年 4 月の第 105 回海上安全委員会（MSC105）で、
我が国からの提案を受け、2023 年の完了を目指して、アンモニア燃料船の安全に関する
ガイドラインの策定を検討することが合意され、2022 年 9 月の第 8 回貨物運送小委員会

（CCC8）から審議が開始された。これを受けて、国際海運におけるアンモニア燃料の安
全対策の国際基準が策定されることとなる。
　また、アンモニア燃料船・水素燃料船の運航を担う船員の能力確保も重要である。今後、
国際基準の策定を含めて船員の能力要件や適切な教育訓練の在り方が検討されていくこと
になると予想される。
　内航海運においても、高効率な船型や機関を採用した省エネ船等による環境負荷軽減に
加えて、荷役や離着桟の効率化、陸電の利用など、荷主、陸上、港湾における取組等と連
携した新たな技術・手法を組み合わせた連携型省エネ船の開発・普及や、既存船における
バイオ燃料の利用、運航効率の一層の改善といった 2030 年度目標達成のためのさらなる
省エネの追求が進むとともに、我が国の 2050 年カーボンニュートラルへの貢献に向けて、
2030 年度以降、技術の成熟やコストダウン、燃料供給インフラの整備等の条件が整った
一部航路で、LNG 燃料船、バッテリー船、水素 FC（燃料電池）船等の低・脱炭素化船の
導入が進むと予想される。また、将来、2020 年代後半以降から外航船を中心に順次導入
されることが想定されるアンモニア燃料船や水素燃料船は一部の内航船での利用の可能性
もある。

おわりに

　船舶からの温室効果ガス（GHG）排出の削減をめぐっては、これまでに船舶燃料とし
ての使用実績がないアンモニア燃料や水素燃料の導入をはじめとして様々な技術の研究開
発が進められている。それらは、今後、実証実験を経て社会実装に移っていくことになる。
その際に欠くことのできないことのひとつは海運の現場に関わる運航者や船舶所有者、船
員などの皆様に新しい技術等に対する理解を深めていただき、船舶からの GHG 排出削減
の流れに、混乱なく、順応していただくことである。低温や極低温で又は加圧して貯蔵す
る LNG や水素、アンモニアなどの燃料を取り扱うには、既存の石油焚船とは異なる機器
やプラント操作が存在するため新たな技能を習得するための訓練が必要となるなど、ＧＨ
Ｇ削減の技術等に関する知識・技能を持つ必要が増している。このため、海運現場に関わ
る皆様のうち、これまでに船舶からの GHG 排出削減の動きにあまり馴染みのなかった方
を主な対象として、令和４年９月時点での情報を基に、基礎的な内容を取りまとめたもの
である。
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　船舶からの GHG 排出削減の技術等は日進月歩で変化しており、本誌の更新版を作成し
た場合も、日本海難防止協会のホームページ（　https://www.nikkaibo.or.jp　）に掲
載することとしている。
　本誌は、公益財団法人 日本海事センターからの補助の下、学識経験者、専門家、関係
官庁のご指導を仰ぎながら作成したものである。作成に携わった関係者に心から謝意を表
するとともに、少しでも、海運の現場を担う皆様のお役に立つことを祈念するものである。

公益社団法人　日本海難防止協会

https://www.nikkaibo.or.jp
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